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【論 文】 
フランスにおける付加価値計算 
小関 誠三 
要 旨： 
フランスにおける会計標準化（PCG）の生成及び発展は、国民会計のそれと並行してい
る。そのモデルは、アングロ-サクソンのモデルとは一線を画すものである。それゆえ、ア
ングロ-サクソンのモデルの優先性を受け入れるフランスの躊躇い、それに抵抗する最近の
試み及び抵抗勢力を組織化する権能などは、国民会計の生成及び発展との並行的な歴史の
中にあるとされる。このような国民会計と密接な関係をもつ会計標準化の発展は、国民会
計と PCG との接合を狙いとする勘定組織の構築やその利用を促進させるとともに、税務
計算や利益分配制度などとの密接な連携を生み出してきた。こうして各種の経済-社会制度
と連携するための概念として付加価値概念が措定された。 
 付加価値概念はもともと国民経済の規模を測定し、その成長を推し量る国民所得の算定
のために用いられてきたものである。特にフランスでは、国民勘定の作成のために、多く
のデータの収集が必要となる。そのデータの収集に際して構築された諸勘定と各種の経済-
社会制度との結びつきが深められ、付加価値計算を中心とする統一的な統合情報システム
が構築された。ところが、こうした文脈で付加価値計算の意義が認められるとしても、会
計を取り巻く環境の変化を勘案すれば、付加価値計算を内包する会計標準化は支障に遭遇
し得る。そのような支障を解消しようとして登場したのが「交叉システム（système croisé）」
であるが、それは実践的な進展にまでは至らなかった。しかし、IFRS の適用による今後
の会計環境の変化を勘案すれば、交叉システムを「事象理論（event theory）」の観点から
捉え直すことによって、付加価値計算の会計学上の位置づけを再考する必要があることが
指摘される。 
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1. はじめに 
 周知のように、フランス会計制度は会計標準化（PCG）を基盤として発展してきた。そ
の発展は、国民会計と PCG との接合を狙いとする勘定組織の構築やその利用を促進させ
るとともに、税務計算や利益分配制度などとの密接な連携を生み出してきた。このような
経済-社会制度との連携を形成するための概念として措定されたのが付加価値1である。 
                                                  
1 付加価値概念については、すでに多くの先達の研究がある。なかでも 1974 年 9 月からの 3 年間における日本会計
研究学会「付加価値会計特別委員会」の研究成果やこの研究に参加した研究者によってその後に公表された多くの個
別研究がある。したがって、付加価値概念の基本的研究はこれらの研究成果に多くを負うことになるが、本稿の目的
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る提案がなされたと説明する。こうして≪占領≫の時代には、会計標準化のプロセスが促
進され、フランス最初の PCG1942 が管理統制を容易にするため、また税務行政の管理要
具として認知されるようになる。 
次に≪開放≫の時代は、第 2 次 PCG1947 の採用と国立統計経済研究所（INSEE）の創
設によって特徴づけられる。この時代には、1943 年に専門・認可会計士協会（OECCA）
が設立されるとともに、1946 年 4 月には INSEE が国立統計局を継承することによって、
国民会計を発展させるために PCG からの個別情報の入手を目的とする会計標準化の発意
が具体化されてゆくようになる。 
ところで、同時代のイギリスにおいても、企業会計の集計によって国民会計を構築しよ
うと企図する会計士4及び Stone に続いて、1950 年代においては Mead や Hicks などのケ
ンブリッジ学派の経済学者の試みがあった。だが[Touchelay, B. (2010)p.11]は、イギリス
においてはフランスのような会計標準化が欠如しており、その試みの実現は非現実的なも
のであったと否定的な見解を述べている。 
フランスでは、イギリスとは異なり、会計標準化による企業会計から国民会計への貢献
に関する論争が展開されてゆくことになるが、企業会計の任を負う意思決定機関、すなわ
ち会計標準化委員会（CNC*）、会計高等審議会（CSC）及び国家会計審議会(CNC)などは
自らの不利益を顧みずに国民会計に寄与することを次第に認識してゆく。 
 [Touchelay, B. (2010)p.12]が言及しているように、フランスの国民会計が、経済学者と
会計士との協働を背景として企業会計の発展に影響を及ぼすことによって、下から上に構
築する姿勢を堅持してきたことは、企業会計からのデータの集計によって国民会計を構築
する要求が、専門家委員会や大蔵省国庫局の経済財政研究局（SEEF）によって否決され
た時、フランスの国民会計学者で OECC の研究に参加していた Perroux, F.や Marczewski, J. 
がそれらから脱退していることが端的に物語っている。また[Touchelay, B. (2010)p.14]が
指摘するように、個別データの重要な集計値への変換を前提とする、この下から上への国
民会計の構築の考え方が強固に継続されることによって、後に国民会計と企業会計の間に
企業中継システム（système intermédiaire pour les entreprises）が導入される誘因ともなる。 
フランス会計標準化は、このような政策的な背景のもとに付加価値計算を内包する。そ
の計算は、公的及び私的意思決定の要具として性質別分類による会計を不可欠なものにす
る。それは機能的分類に密接に結び付くアングロ・サクソンの会計とは異なる。事業の秘
密に関係する分析会計の発展の大変大きな遅れは、フランスにおけるこの性質別分類によ
る会計の優位性に基因している。このことは、国民会計の要望は、企業会計の発展に対し
て大きな障害となることを物語っている。その要因は、[Touchelay, B. (2010)p.17]が述べ
ているように、1957 年 2 月の CNC の創設が経済的観点と会計上の観点との整合性を強化
することを狙いとしており、その初代委員長は INSEEの初代委員長であった Closon, F. L.
                                                  
4 Touchelay, B.は明言していないが、明らかにイギリスの会計士 Bray,F.-S.を指している。 
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 付加価値概念はもともと国民経済の規模を把握しその成長を推し量る国民所得の算定の
ために用いられてきたものであるが、フランス国民会計の作成のためには多くのデータの
収集を必要とする。そのデータの収集に際して構築された諸勘定と各種の経済-社会制度と
の結びつきが深められ、付加価値計算を中心とする統一的な統合情報システムが形成され
てきた。ところが、これらの経済-社会制度において付加価値計算の有用性が認められると
しても、それぞれの制度に必要となる付加価値計算のための諸勘定が設定されなければな
らない。現状では、そのような勘定の設定に関して IFRS2による影響などの若干の不都合
が生じることもある。 
以下、フランス会計標準化の特異性を国民会計の生成及び発展との並行的な関係に基因
するものとして明らかにし、この文脈において登場した経営管理中間残高表（tableau des 
soldes intermédiaires3de gestion）、余剰計算書（comptes de surplus）及び交叉システム
（système croisé）など、付加価値計算を巡る会計手法の意義について再考してみたい。 
 
2．会計標準化の形成要因 
フランスにおける会計標準化の形成とその発展は、企業会計と国民会計との相互の影響
によって説明され得る。[Touchelay, Béatrice (2008a)p.19.]によれば、両者の関係につい
ては、≪占領≫、≪解放≫そして 1960 年代の≪転換期≫という 3 つの重大な節目がある
と指摘される。 
占領下の時代には、Delaporte,R.による会計専門職の団体や会計雑誌の普及への貢献、
Carmille,R.による 1940 年の組織委員会や人口統計局、1941 年の国立統計局の創設があ
り、人的にも機械的にも整備された国立統計局によって、公的統計のための企業会計の利
用が推進されていった。この時期には、会計を≪計器盤(tableau de bord)≫と見做し、同
質的な社会グループに適用される会計モデルとしての国民会計図式の必要性を強調する
人々がおり、中でも Vincent ,A.は、1939 年に著した著作『企業組織と国民組織の比較研
究』を 1941 年に出版し、企業会計と国民会計との間の橋渡しをするための方法として、
統計を改善しまた企業会計を十分に比較可能にする、国民経済会計（comptabilité 
économique nationale）を創設しなければならないと主張している[Vincent, A.(1941) 
p.96]。したがって、[Touchelay, B. (2010)p.4]は、≪占領≫の時代は、Vichy 政府の設置と
崩壊を契機として、国民統計の充実を図る必要性が高まり、国立統計局が創設され、企業
会計からオリジナルなデータを収集するために、商工業利益税（BIC）の申告書を利用す
                                                                                                                                                  
はフランス会計標準化の特異性を国民会計との関係から考察し、この文脈との関係から付加価値計算を巡る会計手法
の意義について再考を試みることであり、上の研究成果の内容を個々に採り上げることはしない。 
なお本稿は、すでに公表したフランス会計標準化に関係する論稿を付加価値計算の観点から再構成したものであり、
日本会計研究学会第 75 回大会の報告にあたって「付加価値概念再考」として準備された論稿に若干の加筆・修正を加
え、紙幅の関係から本誌に掲載したものである。 
2 本稿では、以下、IAS、IFRS 及びそれぞれに関連する解釈指針などを総称して IFRS と呼称する。なお、後出する
PCG 及び ESA の改定年度はそれぞれ略称用語の後に添え、SNA については前に添えて指示する。 
3 intermédiaires の訳出については、ここでは中間
．．
と訳すが、後に見るように、企業会計から国民勘定作成のための
資料の収集を企図する場合には中継
．．
と訳す。 
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3．付加価値計算の制度的連携 
 付加価値を算定する方法には、控除法（subtractive method）と加算法（additive method）
がある。[Haller,A. and H.Stolowy(1998)p.2]によれば、控除法とは、ある経済実体が、そ
れ自身の経済活動を通じて、他の実体からそれが取得した財貨及びサービスに対して、新
たにどれほどの価値を付加したのかを把握する方法であり、業績的側面を表現している。
これに対して、加算法とは、この付加された価値の創造に関係した生産諸要素の報酬を加
算する方法であり、企業を取り巻く利害関係者との社会的側面を表すとされる。 
 このような控除法と加算法による付加価値計算の定式化は、業績的側面と社会的側面に
分離され得る付加価値概念の特徴的内容を明らかにしている。この付加価値概念の二面的
機能は、業績としての生産性の測定と社会関係としての厚生の分配という機能との関連性
によって、その有効性を評価することができる。 
したがって、付加価値計算は経済的情報としてばかりではなく、社会的関連情報として
のデータをも提供する。そのため、付加価値は純利益よりも広い業績尺度であると見做さ
れる。というのは、それは持分資本提供者の観点にのみ焦点を当てるという偏向を齎すの
ではなく、すべての利害関係者に関わり、また分配されなければならない“実体の所得”
を明らかにするからである。そこでは、基本的な“企業の概念”は、様々な利害関係者の
連合（coalition）であると見做されている6。 
このような文脈からすれば、フランスにおける付加価値計算の制度的な利用の意義を付
加価値の生産面と分配面との連携の観点から考えてみる必要がある。というのは、ある特
定の付加価値構成要素の分配が増加したとしても、その増加は他の構成要素の分配の低下
によって賄われている場合もあれば、反対に低下しているならば、その低下は他の要素へ
の分配の増加によって生じている場合もあろう。また、その低下と増加がともにそれぞれ
の生産性の増減によって生じている場合もあれば、その増減が全体の付加価値生産性の増
減を反映している場合もあろう。これらの問題は、付加価値構成要素間の関係だけでは把
握できないものであり、付加価値の生産面と分配面との関係の考察を不可欠なものにする。
したがってここに、付加価値の生産面と連携してその分配との関係を分析することを企図
させる余剰計算書の作成の意義を見出すことができる。 
マクロ視点からすれば、産業間格差や垂直的な統合程度の分析のために、またどのよう
に生産された付加価値であろうともその集計のために、付加価値概念そのものに意義を見
出すことができる。これに対して、ミクロ視点の立場からすれば、付加価値の生産と分配
のいずれかの側面にその意義を見出すことができる。フランス会計標準化において付加価
値計算の意義が認められるのは、この生産面と分配面とが制度的に連繋され得る背景が伴
われているからであろう。そうでなければ、かつて国民会計と企業会計との同型性論7を展
                                                  
6 このような理念は企業体理論を指示しており、この観点から付加価値概念を考察した論考として[Suojanen,W. W. 
(1954)] がある。 
7 この点については [能勢(1961)第 7 章]を参照されたい。 
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に託されていることからも窺うことができる。 
最後に、1960 年代の転換期は、新しい PCG1957 の枠組みの利用を義務化する決定及び
INSEE の拡張によって説明される。1957 年に定義された新しいプラン・コンタブルは、
適用期間以降に義務化されなければならない。 
1959 年以降、国民会計担当者は、企業会計が国民会計の要求にうまく応えるために、標
準化を促進し、次に会計規制を導入するに至る。1961 年には、INSEE は財務省に統合さ
れるとともに、その所長は Closon, F. L.（1946～1961）に代わって同じく国民会計担当者
である Gruson, C.が任命される。 
さらには、SEEF の INSEE への統合及び経済予測機関の創設は、企業に対する定期的
なアンケートの組織のおかげで、回顧的また予測的な勘定の改善を保障することになる。
これらのアンケートは、直接的に、国民会計の要求に応えること、また特殊な及び定期的
な情報を自由に使うことを可能にする企業中継勘定（comptes intermédiaires des 
entreprises）を構築することを目的としている。そのため、国民会計と企業会計との概念
的類似性について、微妙な含みが生じることになり、国民会計担当者と一般租税局（DGI）
との間の概念が収斂され、また国民会計のために収集された情報の理念が容認される必要
がある。1965.10.28のデクレ5は、見積課税の対象ではない企業に税務権限がPCGの用語、
分類及びコードを用いなければならないことを決定するとともに、INSEE が DGI の個別
データを自由に使うこと、企業に関する中継システムを配置する可能性について規定する。 
このようにフランスの会計標準化の生成及び発展は、国民会計のそれと並行している。
そのモデルは、アングロ-サクソンのモデルとは一線を画すものである。それゆえ、
[Touchelay, B. (2010)pp.20—21]によれば、アングロ-サクソンのモデルの優先性を受け入れ
るフランスの躊躇い、それに抵抗する最近の試み及び抵抗勢力を組織化する権能は、この
ような国民会計の生成及び発展との並行的な歴史の中にあるとされる。 
したがって、国民会計からの要望の圧力が企業会計の発展にとって支障となることもあ
るが、逆にそれが企業会計の発展における原動力の役割を果たし続ける要因ともなり得る。
国民会計からの圧力は、分析会計の発展の阻害要因となり、一般会計と分析会計の分離の
問題を惹き起こした。だが逆に、国民会計原理を企業会計に導入することによって、企業
会計の分析手法を高め、その発展に寄与することもある。フランス会計標準化との絡みか
ら導入された付加価値計算は、企業を取り巻く様々な利害を調整する機能を果たす経済・
社会制度上の手法として組み込まれているのであり、それらの意義を国民会計原理との連
携を企図する会計標準化の一環として考察する必要がある。この観点からすれば、国民会
計からの要望に応えるためにその発展が停滞した分析会計、すなわち[PCG(1986),Ⅰ,37；
Ⅲ,115]での余剰計算書の推奨も同じ文脈で捉えることができる。 
                                                  
5 Décret. no 65-968 du 28 oct.1965.なお、このような DGI の個別データの自由利用の承認は、会計標準化を促進する
ためのある種の政治的背景を不可欠とすると解釈される危惧があるが、そのような危惧を払拭するためであろうか、
[Touchelay, B. (2010)p.20]は、このデクレが断固とした自由主義者である Giscard D’Estaing, V. によって署名された
ことを敢えて付言している。 
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7 この点については [能勢(1961)第 7 章]を参照されたい。 
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営業成果（RE）＝EBE 
        ＋移転費用（781） 
        ＋引当金戻入（791） 
        ＋償却戻入（798） 
        ＋償却繰入額 
        ＋引当金繰入額 
財務成果（RF）=財務活動収益（77,787,797） 
        −財務活動費用（67,687,697） 
経常活動成果（RAO）＝RE＋RF 
経常活動外成果（RHAO）=経常活動外（HAO）収益 
            −法人税（89）及び労働者参加利益額（87） 
控除前経常活動外（HAO）費用 
純成果（RN）=RAO+RHAO−87−89 
 租税公課、その他費用、営業助成金ならびにその他収益が付加価値計算のために考慮される。 
 従業員及びリースの取扱が、経営管理の意味で付加価値を変更するようになる。 
出所）[Dobill,Marcel(2012)pp.147-149] 
 
それでは、付加価値計算の制度的利用はどのような目的のもとにあるのか。この点につ
いて、従業員の利益参加制度（participation aux résultats de l’entreprise）及び社会貸借
対照表（bilan social）12の企図するところを簡潔にみておこう。 
（1）従業員利益参加制度 
企業利益への従業員の参加に関する規定は、1959 年に制定されたもので、当時としては
その実施は任意であった。その後、この制度の適用範囲への義務付け、税制の優遇措置な
どについて修正がなされ、1994 年には、それまで商法典に置かれていた関係条項が、労働
法典13に統合された。その Art.L. 3324-1 には、利益参加特別準備金（RSP）の算定のため
の諸要素が説明されている。これによれば、利益参加特別準備金の算定式は、次のように
表される14。 
RSP=1/2（B－5％C）×S/VA 
 
この計算式における自己資本の係数５％は、資本利子率であり、自己資本利益率が 5％
を超える必要があることを意味している。また、係数 1/2 の意味は法人税率を表しており、
付加価値分配額からそれを控除した後に利益参加額が決定される仕組みになっている。こ
                                                  
12 Loi 77-769 du 12 juillet 1977.なお、フランスにおける social という原語が、概して労使関係を意味するので、労
使関係報告書とでも訳すべきところであるが、ここではドイツと同様に社会貸借対照表と訳しておく。 
13 [Code du Travail(2015)p.1134] 
14 ただし、用いられる記号は、それぞれ、RSP：利益参加特別準備金、S : 給与基準、B : 準拠利益、C : 自己資本、
及び VA : 付加価値を意味している。 
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開し、企業会計への国民会計原理の融合を図ろうとしたイギリスの Bray,S-F が The 
Interpretation of Accounts 8として公刊した Accounting Dynamics の項目において提案
されている生産営業勘定（product operating account）が変動部分と固定部分に区分され、
変動費を限界費用に結びつけるために国民会計とは異なる付加価値計算を行っていたこと
は、企業会計における付加価値計算の有効性を説得するための手段であったと思われるの
である。だがそのような計算構造のもとに算定された付加価値は、国民会計の枠組みのな
かで創造された付加価値とは異なり、あくまでも企業会計の立場からする付加価値計算に
変貌していたのである9。 
フランス会計標準化は、これまで付加価値計算を企図してきたが、勘定体系の中で明示
的に付加価値表示を実現させてはこなかった。PCG 82 以降、現行の PCG 2014 において
も、勘定体系が簡易システム、基本システム及び発展システムに区分され、大企業を対象
とする任意的な適用を目的とする発展システムにおいて企業の経営管理中間残高表の作成
が行われる。[Haller,A. and H.Stolowy(1998)p.6]によれば、フランスにおいて最もよく利
用される付加価値の定義は、この経営管理中間残高表に含まれる付加価値概念であるとさ
れる。しかし、フランスの会計学者の考案による、アフリカにおける OCAM プランや
OHADA 会計の勘定体系はともに付加価値計算プロセスを損益計算書本体
．．
に取り込み、カ
ドル・コンタブルの勘定項目として付加価値を表示している10。また OHADA 会計も、標
準システム（Système normal）、軽減システム（Système allégé）及び最小資金調達シス
テム（Système minimal de trésorerie）という 3 つのシステムに区分され、従業員数と売
上高の規模別区分によってその適用が義務付けられている。したがって、標準システムに
おいても軽減システムにおいても付加価値計算のための勘定体系が構築されており、OHA 
DA 会計システムでは付加価値計算が特別な扱いを受けているわけではなく、下掲のよう
に損益計算書が付加価値計算書の様式を採っている。この点は、付加価値損益計算書の原
型ともいえる OCAM プランについても同じであり、いずれの会計制度においても付加価
値計算の意義が高く評価されていることになる。 
OHADA 会計の損益計算書の計算区分11 
商品総余剰（MB/MS）=商品売上高(701)−商品仕入高(601)−商品棚卸増減高(631) 
製品総余剰（MB/MT）=生産高（702 から 704、705 から 706、73，72）−[資材・給品仕
入高（602）−資材棚卸増減高（6032）] 
付加価値（VA）= MB/MS+ MB/MT+その他収益−その他営業費用 
営業総余剰（EBE）=VA−人件費（66） 
                                                  
8 [Bray, F.- S. (1957)] 
9 この点については、[小関(1986)]を参照されたい。 
10 [Rousse,F.(1989)]の 13 章では、ドイツ、スペイン、OCAM 諸国及びペルーなどのフランス以外での会計標準化の
試みが紹介されている。これによれば、当時の国際開発協力のもとに OCAM プラン以外にもペルーの PCG において
経営管理中間残高として損益計算書本体
．．
に付加価値を表示するカドル・コンタブルが採られていた。 
11 OHADA 会計の損益計算書における付加価値計算の様式については、[小関(2013) pp.52-53]を参照されたい。なお、
各勘定項目の括弧内の数字は、OHADA 会計のカドル・コンタブルにおける勘定のコード番号である。 
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営業成果（RE）＝EBE 
        ＋移転費用（781） 
        ＋引当金戻入（791） 
        ＋償却戻入（798） 
        ＋償却繰入額 
        ＋引当金繰入額 
財務成果（RF）=財務活動収益（77,787,797） 
        −財務活動費用（67,687,697） 
経常活動成果（RAO）＝RE＋RF 
経常活動外成果（RHAO）=経常活動外（HAO）収益 
            −法人税（89）及び労働者参加利益額（87） 
控除前経常活動外（HAO）費用 
純成果（RN）=RAO+RHAO−87−89 
 租税公課、その他費用、営業助成金ならびにその他収益が付加価値計算のために考慮される。 
 従業員及びリースの取扱が、経営管理の意味で付加価値を変更するようになる。 
出所）[Dobill,Marcel(2012)pp.147-149] 
 
それでは、付加価値計算の制度的利用はどのような目的のもとにあるのか。この点につ
いて、従業員の利益参加制度（participation aux résultats de l’entreprise）及び社会貸借
対照表（bilan social）12の企図するところを簡潔にみておこう。 
（1）従業員利益参加制度 
企業利益への従業員の参加に関する規定は、1959 年に制定されたもので、当時としては
その実施は任意であった。その後、この制度の適用範囲への義務付け、税制の優遇措置な
どについて修正がなされ、1994 年には、それまで商法典に置かれていた関係条項が、労働
法典13に統合された。その Art.L. 3324-1 には、利益参加特別準備金（RSP）の算定のため
の諸要素が説明されている。これによれば、利益参加特別準備金の算定式は、次のように
表される14。 
RSP=1/2（B－5％C）×S/VA 
 
この計算式における自己資本の係数５％は、資本利子率であり、自己資本利益率が 5％
を超える必要があることを意味している。また、係数 1/2 の意味は法人税率を表しており、
付加価値分配額からそれを控除した後に利益参加額が決定される仕組みになっている。こ
                                                  
12 Loi 77-769 du 12 juillet 1977.なお、フランスにおける social という原語が、概して労使関係を意味するので、労
使関係報告書とでも訳すべきところであるが、ここではドイツと同様に社会貸借対照表と訳しておく。 
13 [Code du Travail(2015)p.1134] 
14 ただし、用いられる記号は、それぞれ、RSP：利益参加特別準備金、S : 給与基準、B : 準拠利益、C : 自己資本、
及び VA : 付加価値を意味している。 
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開し、企業会計への国民会計原理の融合を図ろうとしたイギリスの Bray,S-F が The 
Interpretation of Accounts 8として公刊した Accounting Dynamics の項目において提案
されている生産営業勘定（product operating account）が変動部分と固定部分に区分され、
変動費を限界費用に結びつけるために国民会計とは異なる付加価値計算を行っていたこと
は、企業会計における付加価値計算の有効性を説得するための手段であったと思われるの
である。だがそのような計算構造のもとに算定された付加価値は、国民会計の枠組みのな
かで創造された付加価値とは異なり、あくまでも企業会計の立場からする付加価値計算に
変貌していたのである9。 
フランス会計標準化は、これまで付加価値計算を企図してきたが、勘定体系の中で明示
的に付加価値表示を実現させてはこなかった。PCG 82 以降、現行の PCG 2014 において
も、勘定体系が簡易システム、基本システム及び発展システムに区分され、大企業を対象
とする任意的な適用を目的とする発展システムにおいて企業の経営管理中間残高表の作成
が行われる。[Haller,A. and H.Stolowy(1998)p.6]によれば、フランスにおいて最もよく利
用される付加価値の定義は、この経営管理中間残高表に含まれる付加価値概念であるとさ
れる。しかし、フランスの会計学者の考案による、アフリカにおける OCAM プランや
OHADA 会計の勘定体系はともに付加価値計算プロセスを損益計算書本体
．．
に取り込み、カ
ドル・コンタブルの勘定項目として付加価値を表示している10。また OHADA 会計も、標
準システム（Système normal）、軽減システム（Système allégé）及び最小資金調達シス
テム（Système minimal de trésorerie）という 3 つのシステムに区分され、従業員数と売
上高の規模別区分によってその適用が義務付けられている。したがって、標準システムに
おいても軽減システムにおいても付加価値計算のための勘定体系が構築されており、OHA 
DA 会計システムでは付加価値計算が特別な扱いを受けているわけではなく、下掲のよう
に損益計算書が付加価値計算書の様式を採っている。この点は、付加価値損益計算書の原
型ともいえる OCAM プランについても同じであり、いずれの会計制度においても付加価
値計算の意義が高く評価されていることになる。 
OHADA 会計の損益計算書の計算区分11 
商品総余剰（MB/MS）=商品売上高(701)−商品仕入高(601)−商品棚卸増減高(631) 
製品総余剰（MB/MT）=生産高（702 から 704、705 から 706、73，72）−[資材・給品仕
入高（602）−資材棚卸増減高（6032）] 
付加価値（VA）= MB/MS+ MB/MT+その他収益−その他営業費用 
営業総余剰（EBE）=VA−人件費（66） 
                                                  
8 [Bray, F.- S. (1957)] 
9 この点については、[小関(1986)]を参照されたい。 
10 [Rousse,F.(1989)]の 13 章では、ドイツ、スペイン、OCAM 諸国及びペルーなどのフランス以外での会計標準化の
試みが紹介されている。これによれば、当時の国際開発協力のもとに OCAM プラン以外にもペルーの PCG において
経営管理中間残高として損益計算書本体
．．
に付加価値を表示するカドル・コンタブルが採られていた。 
11 OHADA 会計の損益計算書における付加価値計算の様式については、[小関(2013) pp.52-53]を参照されたい。なお、
各勘定項目の括弧内の数字は、OHADA 会計のカドル・コンタブルにおける勘定のコード番号である。 
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表１期間成果勘定（報告式）（③DGFiP No2052 2012） 
                                                                          当期   前期  
     商品売上高                           FC 
営   売上生産高―財貨                                              FF 
     売上生産高―サービス                                          FI 
 業   純売上高                            FL 
    棚卸生産高                                                    FM 
 収   自家用固定資産生産高                       FN 
        営業助成金                                                    FO 
益     償却及び引当金戻入れ、費用移転                 FP 
        その他収益                             FQ 
                                         営業収益合計（Ⅰ）  FR 
        商品仕入高（関税を含む）                    FS 
        棚卸増減高（商品）                                            FT 
        原材料・その他給品仕入高（関税を含む）                        FU 
 営     棚卸増減高（原材料・給品）                                  FV 
        その他仕入高及び外部費用                            FW 
 業     租税公課及び類似賦課                                          FX 
        給与及び諸手当                                                FY             
 費     社会保障費                                                    FZ 
        営  固定  ―減価償却繰入額                               GA 
用    業  資産  ―引当金 繰入額                                GB 
繰     流動資産引当金                                       GC 
入   危険・費用引当金                                      GD 
その他費用                                                   GE 
                          営業費用合計（Ⅱ） GF       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8 
 
れらの係数については、多くの批判があるが、ここで問題とするのは付加価値の計算方法
である。この点については、労働法典 D. 3324-2 において、付加価値の算定要素が次のよ
うに規定されている。 
すなわち、企業の付加価値は、それらがフランス本土及び海外県で実現された利益
（bénéfice）の形成に参加する限り、下に列挙されている 10～60 の成果計算書項目を合計
して決定される。これらの成果計算書項目は、PCG のカドル・コンタブル及び表１の税務
申告用紙 2052 表に対応させれば、以下のような項目に関係することになる。 
10 給与及び社会保障負担金；クラス 64、税務申告用紙 2052 表の FY+FZ 
20 租税公課；クラス 63、税務申告用紙 2052 表の FX 
30 財務費用；クラス 66、税務申告用紙 2052 表の GU 
40 当期償却繰入額；クラス 68 の下位勘定 681：営業費用としての繰入額、税務申告用紙
2052 表の GA 
50 特別費用に計上される繰入額を除いた15当期引当金繰入額；クラス 68 の下位勘定
686：財務費用としての繰入額、税務申告用紙 2052 表の GB ~GD 
60 税引前当期成果；税務申告用紙 2052 表の GW 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
                                                  
15 労働法典 Art.L. 3324-1 の 30での規定。 
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表１期間成果勘定（報告式）（③DGFiP No2052 2012） 
                                                                          当期   前期  
     商品売上高                           FC 
営   売上生産高―財貨                                              FF 
     売上生産高―サービス                                          FI 
 業   純売上高                            FL 
    棚卸生産高                                                    FM 
 収   自家用固定資産生産高                       FN 
        営業助成金                                                    FO 
益     償却及び引当金戻入れ、費用移転                 FP 
        その他収益                             FQ 
                                         営業収益合計（Ⅰ）  FR 
        商品仕入高（関税を含む）                    FS 
        棚卸増減高（商品）                                            FT 
        原材料・その他給品仕入高（関税を含む）                        FU 
 営     棚卸増減高（原材料・給品）                                  FV 
        その他仕入高及び外部費用                            FW 
 業     租税公課及び類似賦課                                          FX 
        給与及び諸手当                                                FY             
 費     社会保障費                                                    FZ 
        営  固定  ―減価償却繰入額                               GA 
用    業  資産  ―引当金繰入額                                 GB 
繰     流動資産引当金                                       GC 
入   危険・費用引当金                                      GD 
その他費用                                                   GE 
                          営業費用合計（Ⅱ） GF       
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れらの係数については、多くの批判があるが、ここで問題とするのは付加価値の計算方法
である。この点については、労働法典 D. 3324-2 において、付加価値の算定要素が次のよ
うに規定されている。 
すなわち、企業の付加価値は、それらがフランス本土及び海外県で実現された利益
（bénéfice）の形成に参加する限り、下に列挙されている 10～60 の成果計算書項目を合計
して決定される。これらの成果計算書項目は、PCG のカドル・コンタブル及び表１の税務
申告用紙 2052 表に対応させれば、以下のような項目に関係することになる。 
10 給与及び社会保障負担金；クラス 64、税務申告用紙 2052 表の FY+FZ 
20 租税公課；クラス 63、税務申告用紙 2052 表の FX 
30 財務費用；クラス 66、税務申告用紙 2052 表の GU 
40 当期償却繰入額；クラス 68 の下位勘定 681：営業費用としての繰入額、税務申告用紙
2052 表の GA 
50 特別費用に計上される繰入額を除いた15当期引当金繰入額；クラス 68 の下位勘定
686：財務費用としての繰入額、税務申告用紙 2052 表の GB ~GD 
60 税引前当期成果；税務申告用紙 2052 表の GW 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
                                                  
15 労働法典 Art.L. 3324-1 の 30での規定。 
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中間残高 N年度 N-1年度
商品売上高 売上商品仕入原価 ・商業余剰
売上生産高
棚卸生産高 または棚卸引出生産(a)
自家用固定資産生産高
合　　計 合　　計 　・当期生産高
　　・当期生産高
　　・商業余剰
合　　計 　　 　　・付加価値
　　・付加価値 租税公課・類似賦課（b)
　　営業助成金 人件費
合　　計 　　 合　　計
　　・営業総余剰
（ないし総不足）
　　・営業総余剰 ・または営業総不足
戻入費用・移転費用
償却、減価償却及び引当金繰入
額
その他収益 その他費用
合　　計 合　　計 　　・営業成果（損益）
　　・営業利益 　　・または営業損失
共同事業取引利益割当額 共同事業取引損失割当額
財務収益 財務費用
合　　計 合　　計
臨時収益 臨時費用 　　・臨時成果（損益）
　　・税引前当期利益 　　・または税引前当期損失
従業員利益参加額
法人税
合　　計 合　　計 　　・当期成果（損益）（c)
資産要素の譲渡収益 譲渡要素の簿価 資産要素譲渡の増価・減価
表2　ＰＣＧ 2014 経営管理中間残高表
収益 費用
外部給付
当期消費高
合　　計
　　・税引前当期成果（損益）
　　　  　（ｃ）すなわち、収益総計マイナス費用総計。
（注） 　  （a)成果計算書における収益からの控除。
（出所） [PCG 2014, Art.832-8]
　　 　 　（b）付加価値の算定のためには、635勘定”租税公課・類似賦課”に記入され、また課税対象財貨の消費の際に支払われる　　　
　　　　　　特別な性質の間接税は、外部消費と同様に処理される。
高(a)・ 
10 
 
つづき 
 1-営業成果（Ⅰ−Ⅱ）                           GG 
  共同   割当利益又は移転損失                                 （Ⅲ）  GH 
  事業   負担損失又は移転利益                             （Ⅳ）  GI 
         参加金融収益                                                  GJ 
   財    その他有価証券収益及び不動産債権収益                        GK  
   務    その他利息及び類似収益                                        GL 
   収    引当金戻入れ及び費用移転                                      GM 
   益    為替差益                                                      GN 
         投資有価証券譲渡純収益                                        GO 
財務収益合計（Ⅴ）   GP 
  財   償却及び引当金財務繰入額                   GQ 
   務   利息及び類似費用                             GR 
   費    為替差損                             GS 
   用    投資有価証券譲渡純費用                     GT 
                                                財務費用合計（Ⅵ）   GU 
2—財務成果（Ⅴ−Ⅵ）                                                  GV 
3—税引前当期成果（Ⅰ−Ⅱ＋Ⅲ−Ⅳ＋Ⅴ−Ⅵ）                         GW            
＊この項目に関係する説明は、注釈の no 2032 で提供されている。 
出所）[Liasse Fiscale(2012)] 
 
このように、利益参加制度における付加価値の算定は法的に規定されており、加算法が
採られている。ただし、損益計算書が勘定形式で表示される場合には、正ないし負の当期
成果額の調整を必要とすることになる。この算定では、棚卸資産の増減が考慮されていな
いが、減価償却費が含まれている。したがって、ここで規定されている付加価値概念は、
加算法による売上総付加価値ということになる16。 
またそれは、費用移転や償却、減価及び引当金に関する戻入れなどが労働法典 D 3324-2
の列挙には含まれていないので、表 2 のような、PCG 2014（Art.532-7 項）の発展システ
ムにおける経営管理中間残高表の付加価値とは異なることになる。経営管理中間残高表に
おける付加価値は、生産総付加価値であり、その計算法は控除法である。 
したがって、付加価値の算定方法の違いを比較すれば、利益参加制度における付加価値
の算定は、特定の期間に実現した付加価値の分配
．．
を念頭に置いており、これに対して経営
管理中間残高表における付加価値の算定は、特定の期間に発生
．．
した付加価値の生産の効率
性に視点がある。 
                                                  
16 ただし、税務申告書⑯2059—E 2012 では、地方税としての企業付加価値負担金（CVAE）については、期間生産付
加価値が控除法で算定される様式となっている。 
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中間残高 N年度 N-1年度
価原入仕品商上売高上売品商 ・商業余剰
売上生産高
産生出引卸棚はたま高産生卸棚 (a)
自家用固定資産生産高
合　　計 合　　計
合　　計
　・当期生産高
　　・当期生産高
　　・商業余剰
合　　計 　　 　　・付加価値
課賦似類・課公税租値価加付・　　 （b)
費件人金成助業営　　
合　　計 　　 合　　計
　　・営業総余剰
（ないし総不足）
足不総業営はたま・剰余総業営・　　
戻入費用・移転費用
償却、減価償却及び引当金繰入
額
用費他のそ益収他のそ
合　　計 合　　計 　　・営業成果（損益）
失損業営はたま・　　益利業営・　　
共同事業取引利益割当額 共同事業取引損失割当額
用費務財益収務財
合　　計 合　　計
）益損（果成時臨・　　用費時臨益収時臨
　　・税引前当期利益 　　・または税引前当期損失
従業員利益参加額
法人税
合　　計 合　　計 　　・当期成果（損益）（c)
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高(a)・ 
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つづき 
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3—税引前当期成果（Ⅰ−Ⅱ＋Ⅲ−Ⅳ＋Ⅴ−Ⅵ）                         GW            
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出所）[Liasse Fiscale(2012)] 
 
このように、利益参加制度における付加価値の算定は法的に規定されており、加算法が
採られている。ただし、損益計算書が勘定形式で表示される場合には、正ないし負の当期
成果額の調整を必要とすることになる。この算定では、棚卸資産の増減が考慮されていな
いが、減価償却費が含まれている。したがって、ここで規定されている付加価値概念は、
加算法による売上総付加価値ということになる16。 
またそれは、費用移転や償却、減価及び引当金に関する戻入れなどが労働法典 D 3324-2
の列挙には含まれていないので、表 2 のような、PCG 2014（Art.532-7 項）の発展システ
ムにおける経営管理中間残高表の付加価値とは異なることになる。経営管理中間残高表に
おける付加価値は、生産総付加価値であり、その計算法は控除法である。 
したがって、付加価値の算定方法の違いを比較すれば、利益参加制度における付加価値
の算定は、特定の期間に実現した付加価値の分配
．．
を念頭に置いており、これに対して経営
管理中間残高表における付加価値の算定は、特定の期間に発生
．．
した付加価値の生産の効率
性に視点がある。 
                                                  
16 ただし、税務申告書⑯2059—E 2012 では、地方税としての企業付加価値負担金（CVAE）については、期間生産付
加価値が控除法で算定される様式となっている。 
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この社会貸借対照表作成のための資料は、主に統計数値データに関係する。しかしなが
ら、対従業員に関係する資料、特に付加価値計算に関係する全体的な賃金費用（勘定 64：
人件費及び経営管理中間残高：付加価値）、従業員利益参加額、労働条件に関係する支出（勘
定 6473：衛生・安全委員会への払込額、6475：嘱託医、職業養成支出、慈善社会事業（勘
定 6472、企業及び事業所委員会への払込額）などは、会計資料から入手され得るものであ
り、PCG と密接な関係を持つことによって諸項目の体系的な作成に結びつくことになる。 
これらの項目のうち、付加価値計算が労使関係の評価に直接適用されるのは、②報酬・
諸手当であり、その内訳項目 25.付加価値または総売上高に対する人件費と 26.従業員財務
参加額である。前者では付加価値分配率、後者では上で概観した従業員利益参加制度にお
ける特別準備金の計算式の中に組み込まれている付加価値分配率である。したがって、社
会貸借対照表における付加価値計算の利用は、労使関係の調整のための資料として分配面
を重視した付加価値計算が中心的な役割を担っていることになる。 
 
４ IFRS と付加価値計算 
将来的に、国民勘定の作成のために企業勘定の統一的な総合情報システムの利用が拡張
されてゆくかどうかは定かではない。実際、IFRS の現状は、そのような動きを促進して
はいない。 
IAS 1 ≪財務諸表の表示≫は、開示されるべき項目や勘定の最低限のリストを提供して
いるけれども、損益計算書、貸借対照表ないし注記を提示するための何等の標準化モデル
を提供してはいないし、何等の勘定計画も提案していない。支出は、費用の性質別分類ま
たは企業における機能別分類に従って、損益計算書においてか、財務諸表に対する注記に
おいてか、内訳表示されなければならない。支配的なアングロ-アメリカの実務に従って、
費用の機能別分類法についての選択が明らかに増加している。たとえもし、このような場
合に、付加的情報が費用の性質別分類法によって提供されなければならないことが明言さ
れているとしても、この勧告が厳密な標準化の欠如において、効果的また首尾一貫して実
施されるかは明確ではない。明らかに、生産高や付加価値の概念は、IFRS による財務諸
表にはないカテゴリーであり、それらを測定することは IFRS の関心事ではない。[Vanoli, 
A.(2006)pp.13-14]が指摘するように、IFRS はとりわけ金融市場での投資家のニーズに応
えるように努めており、財務諸表が“大部分の利用者の共通のニーズに合致する”という
概念フレームワークについての陳述が、本源的な方向性を反映するかどうかは疑いを免れ
ない。 
このことは、2003 年以前までは、IAS 1 par.9 では「従業員が重要な利用者グループで
あることが考慮される事例にあっては、企業は追加的な付加価値報告書を提供することを
奨励される」とされていたが、2004 年以降現在では IAS 1 par.14 で「多くの企業が、財
務諸表の外で、環境報告書や付加価値計算書などの報告書や計算書を開示している（特に、
環境要因が重要である産業や、従業員が重要な利用者グループと考えられる場合）。財務諸
12 
 
（2）社会貸借対照表 
 社会貸借対照表は企業の社会的責任の報告の一環として、1977 年に制定されたものであ
る。その目的は、社会領域における企業状況を評価すること、実施された実現値を記録す
ること、及び当該年度と過去二年度中に生じた変化を測定することを可能にする主要な数
値データをひとつの文書に集約することである17。 
この社会貸借対照表に関する規定は、労働法典 L. 2323-70 条、L. 2323-71 条及び R. 
2323-17 条に関係しており、７つの大項目に分類される情報を含んでいる18。すなわち、
①雇用、②報酬・諸手当、③衛生・安全条件、④その他の労働条件、⑤職業訓練、⑥職業
関係、⑦これらの条件が企業に依存する範囲での労働者及びその家族の生活条件、などで
ある。 
この社会貸借対照表との関係からであると思われるが、フランス企業のアニュアル・レ
ポートでは、付加価値分配率や従業員利益参加額が採り上げられることが多い。因みに、
フランスのガラス・建材製造販売会社である Saint-Gobain 社の 2014 年度の財務報告書で
は、下掲のような図解によって、売上
．．
付加価値の算定及びその利害関係者への分配が説明
されている。 
 
 
  出所）[Sanit-Gobain(2014)p.05 ] 
 
                                                  
17 この点については、[小関(1991) 177-182 頁]を参照されたい。 
18 [Francis Lefebvre(2012)p.1532.]の注記では、Bilan Social の適用後 20 年を経た 1999 年 5 月に、経済社会審議会
は社会貸借対照表の創設以来、その内容が修正されてこなかったこと、また今日では欧州委員会に伝達される社会関
連情報の半分以下の内容が含まれる過ぎないことが付記されている。 
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と解釈できるが、フランスの会計標準化である PCG の勘定コードに基づいてなされてお
り、企業間の比較可能性は高いと判断することができる。 
 
表3 Michelin社の性質別費用分類と従業員給付費用 
次に掲げる項目は損益計算書では機能別費用の適切な項目に割当てられている： 
 (単位：百万ユーロ)              2014年12月31日決算期   2013年12月31日決算期 
使用原材料・消費財及び製品棚卸増減高         (7,344)           (8,144) 
従業員給付費用                      (5,292)           (5,292) 
財貨輸送料                        (1,020)           (1,030) 
減価償却費、償却費及び減損費用                (1,116)           (1,051) 
その他費用                       (2,611)           (2,496) 
性質別費用                      (17,383)           (18,013) 
 
従業員給付費用は損益計算書では機能別費用の適切な項目に割当てられている： 
 (単位：百万ユーロ)             2014年12月31日決算期   2013年12月31日決算期 
賃金・給与                      (3,929)           (3,931) 
支払税金                       (1,110)          (1,096) 
確定給付年金制度費用                      (107)            (125) 
確定拠出年金制度費用                       (139)            (129) 
株式報酬支払額 – 提供サービス・コスト              (7)             (11) 
従業員給付費用                                     (5,292)                  (5,292)  
 2014年での平均従業員数は111,671 名である(2013年では、 112,199名)。 
出所）[Michelin(2014) p.218]  
 
このように、付加価値計算には費用の性質別分類が不可欠なものになるが、分析会計に
おいては、当該企業の意図する機能的分類が有益となる。そこで両者の融合を企図して考
案されたのが後にみる交叉システムである。 
ところで、IFRS と付加価値計算との関係は、このような表示問題以外にも、概念的な
影響を付加価値計算に反映させることになる。通称国連システムと呼ばれる改訂版
2008SNA、これに基づく欧州版 SEC2010 は、予てから懸案であった研究開発費（R&D）
の会計処理基準を資本化することのできるように変更している。この変更は、付加価値計
算に大きな影響を及ぼすことになる。 
[EC(2013)pp.8-17. ]で説明されているように、ESA 95 では、次のような項目が無形固
定資産として認識されていた。すなわち、鉱山開拓；コンピュター・ソフトウエア－；演
劇、文学及び美術の原型、及びその他無形固定資産である。これに対して、ESA 2010 で
14 
 
表の外で開示される報告書や計算書は、IFRS の範囲外
．
である」と変更されていることに
も窺える。 
また付加価値計算に纏わる性質別分類と機能別分類については、第 99 項で「企業は、
純損益に認識した費用の分析を、費用の性質又は企業内における機能に基づく分類のうち
信頼性が高く、目的適合性がより高い情報を提供する方を用いて、表示しなければならな
い。」とされ、第 104 項では、「費用を機能別に分類している企業は、減価償却費、償却費、
従業員給付費用などの費用の内容に関して、追加情報を開示しなければならない。」とされ
ている。 
ところが第 105 項では、「費用の機能別分類と性質別分類との間の選択は、歴史的要因
及び業界の要因並びに企業の性質に左右される。いずれの方法でも、直接又は間接に企業
の売上高又は生産高に応じて変化する可能性のある費用を示すことができる。それぞれの
表示方法は異なるタイプの企業に対する利点を有しているため、本基準書では、経営者が
信頼性のある目的適合性のより高い表示を選択するよう要求している。しかし、費用の性
質に関する情報は将来キャッシュ・フローの予測に有用であるため、費用の機能別分類を
使用する場合には追加的な開示が必要となる。」と説明され、第 104 項において、「従業員
給付」は IAS 第 19 号と同じ意味を有していると補足説明がなされている。だがここでは、
性質別分類と付加価値計算書との関係について直接的な言及はなく、IFRS の範囲内
．
であ
るキャッシュ・フロー計算書との関係についてのメリットのみが指摘されている。 
このような規定の存在によって、2014 年度から IFRS を任意適用したわが国の A 会社
は、機能的費用分類（売上原価法）を採用しているが、その注記には性質別費用分類（総
原価法）での表示を掲載している。これは単に上にみた IFRS の規定に準拠したもののよ
うであるが、他の IFRS 適用会社の財務諸表の表示に比べて詳細な費用の性質別分類表示
がなされている。この点について A 会社に問い合わせたところ、これは付加価値の算定を
意図したものではないとの回答を得ているが、付加価値利用者にとって大変有益であろう。 
しかしながら、[Vanoli,A.( 2005)p.310]が指摘しているように、アングロ—アメリカの実
務に倣って機能的費用分類が採用されたとしても、性質別費用に関する補足情報が注記で
提供されるならば、国民会計作成に連携するデータ収集に役立つことになるが、厳密な標
準化がなされていないならば、この規定が首尾一貫して適用され、付加価値計算にとって
有効なものとなるかは疑問である。事実、上にみたわが国の IFRS 採用会社のような性質
別費用分類を開示している会社は稀であり、また付加価値計算のための項目の標準化もな
されてはいない。 
この点を既に IFRSを適用しているフランスのタイヤ製造販売会社あるMichelin社につ
いて調べてみたが、そこでは付加価値計算書は開示されていないが、表 3 のような性質別
費用の開示が行われており、また IAS 1 第 104 項における注釈に倣って従業員給付の内容
についても開示されている。それゆえ、この Michelin の付加価値計算に関わる性質別費
用分類の開示は、上にみたわが国の A 社と同様に、IFRS の規定そのものに準拠したもの
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と解釈できるが、フランスの会計標準化である PCG の勘定コードに基づいてなされてお
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定とのコンバージェンスを企図して、それらのいくつかを優先的方法（méthode 
préféretielle）として採用することを推奨しており、R&D に関係する開発費の処理も、会
計規準局（ANC）の Art.212-3 においてこの優先的方法として定められている。この優先
的方法の選択は、不可逆的で、継続的適用が定められており、採用しなければその影響を
貸借対照表及び成果計算書に開示しなければならない。したがって、両者は、個別計算書
といえども、優先的方法の性格を付与されて IFRS の規定を適用する道が開かれているこ
とになる。こうして、開発費の 6 つの資産計上要件がすべて充足されるならば、開発費の
資産化がなされるが、厳格な規定と見做される開発費の 6 つの資産計上要件という篩にか
けられたデータが、国民会計と PCG との間に介在する企業中継勘定を通じて国民勘定作
成のための資料としての R&D に再調整がなされることになる。 
 
5．交叉システムと付加価値計算 
付加価値計算には費用の性質別分類が不可欠なものになるが、分析会計においては、当
該企業の意図する機能的分類が有益となる。そこで両者の融合を企図して考案されたのが
Lagrange,J.-P.による交叉システム21ないしその第二世代と呼ばれた [Dormagen,J.-C. 
(1990a/b)]による統合会計（la comptabilité intégrée）である。 
1970 年代及び 1980 年代の初めに、付加価値概念は、企業の社会的責任報告、またそれ
に関連した“社会会計（social accounting）”という領域においてかなりの普及をみた。と
ころが、[Haller, A. and H. Stolowy (1998)p.4]によれば、付加価値の分配に関する潜在的
な対立の可能性のために、付加価値概念についての討議や付加価値計算書の設計は、常に
ホットな“政治的”問題と見做され、その論争はしばしば概念的な正当性よりも政治的で
あったと指摘される。このことは、付加価値計算に対する学術的関心が、なぜ 1980 年代
以降衰退したのかという理由でもあるとされる。したがってここに、費用の性質別分類と
機能別分類の融合という交叉システムの登場によって、付加価値概念について再考する会
計学研究上の視点が浮上する。 
交叉システムの登場は、付加価値計算が政治的動向に強い影響を受けた PCG1982 に移
行して約 10 年という空白の時代であった。この 10 年の間に、フランスでは、アングロ・
サクソン系の会計システムの影響が強く反映された。この影響は、PCG1982 に対するア
ングロ-サクソン系の会計システムの有効性の主張につながるものであり、必然的にフラン
スの会計標準化のあり方に対して大きな問題を投げかけることになった。この点について、
INSEE のメンバーであった[Benedetti,A. et P.Muller(1987 )p.21.]も、フランスの国民会
計の拡大システム（SECN）の構築プロセスを紹介する際に、会計標準化の有効性を強調
しながらも、アングロ-サクソン系の「真実・公正な描写（true and fare view）」の概念が
企業の統計母集団の諸勘定の比較にとって有効ではないことを指摘し、PCG1982 へのそ
                                                  
21 交叉システムについては、既に[小関(1995)]で紹介されているが、説明の便宜上、その概要を引用して置く。 
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は、生産された資産の項目のもとに知的財産として研究開発の結果を含めることによって、
資産の境界の拡張を行っている。 
改定以前の国民会計では、R&D は将来の経済成長に対して大きな貢献を齎す要素であ
ると考えられるにもかかわらず、“資本形成”として認識されず、自前で処理されたか購入
されたかにしろ、期末時点で完全に生産プロセスにおいて使用尽くされたものと看做され
る“中間消費”として記録されてきた。そのため、国民会計における貸借対照表ばかりで
はなく、付加価値も GDP や営業利益と同様に相対的に過小に評価された。実際に、R&D
は期末で費消された支出と見做されるので、付加価値の算定に際して控除されていた。 
これに対して、R&D の中間消費としての処理から資本化への処理の変更は、建造物、
機械設備及び車両運搬具などのような固定資産と同様に、R&D が生産プロセスにおいて
将来的に収益を生み出すものと判断されたことを意味している。すなわち、貸借対照表の
資産としての計上ばかりではなく、中間消費の削減による総産出高や当該期間の営業利益
の増加が齎されることになる。しかしながら、ここで問題としなければならないのは、こ
のような国民会計での処理の変更が PCG とどのように関わり合うのかである。 
IFRS は R&D について、研究費と開発費を区別し、研究費についてはその資産計上を認
めていないが、開発費についての計上要件として 6 つの基準を定めている。この基準は周
知のことであり、個々に言及することは割愛するが、全体的にかなり厳しいものであると
いわれている。因みに、Michelin 社は IFRS の適用年度にこの 6 つの基準を検討し、開発
費の資産計上をしていない。 
ESA 2010 における R&D の処理の変更は、経済的測定値に大きな変更をもたらすこの
ような概念上の影響ばかりではなく、さらには新たに認識された産出物や資産の測定上の
問題を惹き起こすことになる。理論上は、R&D の産出物の価値は、R&D 投資から会社が
得る将来利益の割引現在価値（the value of discounted future benefits）に等しい。これ
らの将来利益は、概算が困難である。またさらに、大部分の R&D は自らのために生産さ
れる。したがって、非金融部門における R&D サービスの産出高の測定は、下請市場があ
る場合はその概算基準額によるが、ない場合には生産コストに正味営業余剰又は混合所得
を加えた合計として、コスト・アプローチを適用することが推奨されることになる19。こ
うして、ESA 2010 における R&D の産出高は、それらが資産と認識されることを意味す
る“資本化”となり、他の固定資産の評価と同じようにその取得、処分及び減価が処理さ
れることになる。 
この R&D の資本化の処理が ESA 2010 に導入された主要な改正点であるが20、[EC(20 
14)p.2]によれば、保守主義の会計の世界においては、企業会計の実務よりも大胆な変化で
あるとされている。だが、国民会計と PCG との関係からすれば、その保守性が逆に国民
会計のデータの確実性を保証することになろう。というのは、PCG は IFRS の定める諸規
                                                  
19 [SEC(2010)p.11 et p.67,3.83)] 
20 そのほかの改正点については、[小関(2015)pp.409-413]を参照されたい。 
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19 [SEC(2010)p.11 et p.67,3.83)] 
20 そのほかの改正点については、[小関(2015)pp.409-413]を参照されたい。 
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を設定し、それらの勘定間の関係に基づいて新たな会計システムのデザインを構想するの
に役立つからである。 
この交叉システムは、フランスの会計標準化の将来のあり方を検討するために、CNC
において基本的な資料23とされていた。ところが現在、交叉システムそれ自体の普及をみ
ることはない。だがその手法は、後にみるように、フランスの会計学研究における事象理
論としての学説の淵源と位置づけられる。 
Lagrange,J.-P.らが提案する交叉システムは、全体的アプローチ(approche globale)と分
析的アプローチ(approche analytique）によって構成される。それぞれのアプローチは、
企業活動によって生じる同一の経済事象を対象とするが、全体的アプローチはその経済事
象を企業と他の経済主体との関係から記述し、分析的アプローチはその内部的な結果やこ
れに伴う企業内部の経済事象を描写する。 
 全体的アプローチは得意先、仕入先，政府，従業員および金融機関などの他の経済主体
との取引を処理するものであり、これらの第三者との関係は性質別分類による会計標準化
に好都合な客観的性質を備えている。しかしこのアプローチは、このような取引の経済的
な成果を定期的に引き出すためには，棚卸資産変動高のような分析的アプローチにおいて
処理されるデータを必要とする。これに対して分析的アプローチは、全体レベルでの収益
性の分析と同様に企業活動を構成する分権的責任レベルでのそれぞれの貢献を分析の対象
としている。そこでは、それぞれの企業に特有なコンヴァンションにしたがって諸取引が
処理される必要があり、内部的な事情に基づいて諸概念が設定されるので、会計標準化に
さいしては常に問題が発生することになる。交叉システムは、このような会計標準化に纏
わる問題に配慮して、それぞれの情報利用者固有の要求に応えるために、これらの２つの
アプローチを完全に独立させるのではなく，両者の視点をただひとつの会計システムの中
に統合表示することを試みている。 
 このような交叉システムの特徴を利用して作成された総合表の簡単な例示は、表 4 のよ
うに示される。そこでは、全体と分析の２つのアプローチに関わる諸勘定が、それぞれ正
方表の最上｢行｣と最左｢列｣に排列され、行列によって一覧表が構成されている。また、交
叉システムに記入される取引データは、分析的アプローチについては最終｢列｣、全体的ア
プローチについては最終｢行｣に、それぞれ代数的合計をもって集計される。企業の経営管
理に役立つデータは、接続勘定の導入によって国民勘定作成のためのデータに関係するが、
ここでは[Lagrange,J.-P. et M.Saint-Ferdinand(1990) pp.698-723.)]によって、国民勘定
作成のためのデータ収集についてみてみよう。 
                                                  
23 [CNC(1989)] 
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の導入がフランス独自の会計標準化の有効性を損なうことになるのではないかとの危惧を
表明していた。 
 それでは、Lagrange, J.-P.22らによって提案された交叉システムは、フランス独自の会
計標準化の観点をどのように維持してゆくのか。[Lagrange,J.-P.(1992)p.26.]は、交叉シス
テムの特徴について、次のように述べている。 
 「交叉システムの考え方からすれば、性質別分類と使途別分類についての対立点や両者
の間で必要とされる選択についての問題は、平面上の点を定義するための横座標と縦座標
の問題であることが明らかにされるにすぎない。分析的アプローチと全体的アプローチは、
ひとつの現実をマクロ経済的側面とミクロ経済的側面に配慮して別々に表現するものであ
るが、両者は重要な補完的アプローチであり、相互に還元することはできない。いずれか
のアプローチを優先させるのではなく、それぞれの効力や利点を相互に補強するために交
叉システムが推奨される。」 
 PCG1982 の財務諸表の相関図と対照させてみると明らかなように，交叉システムには
そこに欠けている分析的成果計算書が存在する。そのために、PCG1982 では、上に指摘
してきたように、発展システムの諸表を義務として作成するのか、それとも附属表におい
て任意で作成するのかが問題となるのではなく、その作成のために勘定分類が性質別分析
に基づいて規定されていることが問題となるのであり、分析的な成果計算書を作成するた
めの勘定分類の必要性が強調されることになる。このことは，「忠実な描写（image fidéle）」
の導入を契機として、アングロ・サクソン系の会計処理とフランス固有の会計標準化の理
念との調整という問題を浮上させ、発展システムの経営管理中間残高表での付加価値計算
の採用を任意とすることだけでは解決することのできない基本的な問題がそこにあること
を表していた。この問題の本質は，会計情報の利用者の観点からデータを収集するために
は、会計の計算構造とその対象である現実との対応関係をどのように規定するのかという
会計システムのデザインの問題に関わっている。 
 交叉システムの考案の目的としては，最初はたんに国民会計の要請に応えるための諸指
標の作成にのみに関心があったのかもしれない。その限りでは、交叉システムは国民会計
のためのデータの「集計表」とみなすことができる。しかしながら、交叉システムにおい
ては、すでに処理された会計データを再集計することによって、全体的アプローチの諸勘
定を算定するのではなく、取引の発生時点において全体的アプローチのための仕訳、すな
わち会計取引への変換が行われることに注目する必要がある。というのは、[Lagrange,J.-P. 
et M. Saint-Ferdinand(1990) p.726.]が、交叉システムそれ自体は「透明」または「中立」
であると指摘するように、このシステムは様々な目的に見合った取引の分析のための勘定
                                                  
22 [Levant, Y. et M. Nikitin(2011)p.14]によれば、Lagrange, J-P は、パリ自由政治学院で学び、INSEE の第二代所
長であった Gruson,C.（1961～1967）から強い影響を受けており、国民会計の構造に精通していたとされる。また彼
は、この国民会計との関係から企業会計に関心を持つようになり、このことが交叉システムの考案に示唆を与えたと
される。 
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引は「プラス」の記号をもって記入され、矢先は「借方」を意味し、「マイナス」の記号を
もって記入される。取引勘定は、このような記帳規則に基づいて、売上から出発し、最初
の中継残高として付加価値（＋80）を算定する。ここでの付加価値は生産概念に基づいて
おり，生産高( + 132+115)から消費高(－66+5－6)を控除することによって算定されている。
またそこには，当該企業が負担する付加価値税（TVA）も含まれている。次に，この付加
価値から企業のさまざまな協同者への分配額(－47－13－4）が控除され，最終的に分配後
の残余として企業の分配額，すなわち自己金融（＋16）が算定される。この自己金融は，
フロー勘定の最初の項目であり，取引勘定との連接点としての役割を果たすものである。
したがって、これは損益計算書と貸借対照表についての連接点である成果(損益)と同じ役
割を持っている。 
 フロー勘定は，企業活動に伴う資金的側面を記述することを目的としており，自己金融
から出発して２つの財務的拘束，すなわち負債変動と可処分資金変動を表示する。投資と
運転資金需要の変動は企業の内部金融需要(－89－8)を表しているが、内部金融需要は自己
金融によって一部分賄われるので、正味フロー(－81)と負債変動(+103)との差額として可
処分資金変動(22)が算定される。なお，可処分資金変動は勘定を締め切る役割を持ってお
り，他のすべてのフロー勘定の性格とは相反するので，総合表においてはマイナスの符号
が付けられる。また，この可処分資金変動は，全体的アプローチの他の諸勘定の相手勘定
であり、内部に閉ざされた諸勘定の一般的な客観性を通貨によって保証する役割を担って
いる。 
 このように全体的アプローチでは，取引勘定によって性質別損益計算書（付加価値計算
書）の作成が、フロー勘定によって金融表の作成が企図されている。したがって，国民勘
定作成のためのデータをメソ・レベルで収集するために設けられた企業中継勘定、すなわ
ち生産勘定，営業勘定，処分勘定および金融表は、これによってこれまで以上に国民会計
の概念に近いデータを収集することが可能になる。 
これに対して、分析的アプローチは、通過勘定（comptes de transit)と移転勘定(comptes 
de translation）からなる接続勘定を導入して[Lagrange,J.-P. et M.Saint-Ferdinand 
(1990)pp.90-95 及び CNC(1989)pp.11-12.]、全体的アプローチと分析的アプローチを統合
し、生産の効率性や制御の責任単位を反映させた勘定デザインのもとに、企業の経営管理
のためのデータを収集することを企図する。またそこでは、最終「列」に集計されたデー
タによって、企業の内部機能に即した分析的損益計算書や変動貸借対照表が作成されるこ
とになる。したがってこれをもって、PCG の財務諸表体系とともに機能的な財務諸表体系
による開示を行うことも可能になってくる。 
 このように交叉システムは，全体的アプローチと分析的アプローチを統合するために接
続勘定を導入する。だが，通過勘定のみでは２つのアプローチを統合することができたと
しても、そこでは企業の経営管理に有効な新たなデータの収集を企図することはできない。
通過勘定は移転勘定と結び付くことによって、企業の内部機能を考慮した勘定デザインの
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に対する事象アプローチ（Events Approach）26の支持者によって継承された。フランス
における事象ベースでの会計研究は、[Solter,G.H.(1969)]を初めとするアングロ-サクソン
の研究者よりも遅れて登場した。彼等はアカウンタントによる集計や評価に帰属する如何
なる情報の変形をも回避するために、あるがままの生のデータを記入することを提案した。
これらの考え方は 1980 年代のフランスで普及し、事象理論のフランス学派（une école 
française de la théorie événementielle）を誕生させた。さらに当時、会計研究は、パラ
ダイム変革を蒙り、それまでの規範的研究（normative research）は、より歴史や社会学
に関係する実証的研究（positive research）によって置き換わった。さらに、1980 年代に
は、コンピュータの利用を前提とする高度な技術的提案の発露があった。しかしそれは、
利用者の‘市場’については概ね不問に付されていた。Lagrange,J.-P.によって考案され
た交叉システムは、これらのうちのひとつであった。しかしながら、当時の会計を取り巻
く環境は、彼の意図に反して、別の動向を反映していた。それは、当時の経済・財政大臣
Arthuis, J.による CNC の改革と会計規制委員会（CRC）の創設である。その動きを反映
して、CNC が規定する権能を強化すること、またその効率性を高めるためにメンバー数を
大きく削減することが施策となっていた。[Levant, Y. et M. Nikitin (2011)p.30.]によれば、
このことが Lagrange,J.-P.を CNC から離脱させるように導いたとされる。 
それではなぜ交叉システムはこのような状況を甘受しなければならなかったのであろ
うか。この点については、様々な角度から研究され得るが、[Levant, Yves et M. Nikitin 
(2011)p.33.]は、システムの荷重さ、それが伴うリスク、さらには標準化された財務会計を
厳密に管理会計と結び付けることによる管理会計に対する政府干渉の可能性などの要因を
指摘している。 
したがって、交叉システムないし統合システムの広範な展開をみることはできなかった。
しかし、会計研究の立場からすれば、その構想の意義をどのように受け止めたらよいのか。  
この交叉システムの評価については、[Degos,J.-G.and R.Mattessich(2006)]によって分類
されたフランス会計研究の学問上の位置づけ27によって判断することが妥当であると思わ
れる。すなわち、事象理論に関する彼らの解釈は、そのまま交叉システムないし統合シス
テムの構想の意義に妥当すると考えられる。事象理論の具体的実施は、多数の利用者があ
る場合には、特に管理上の事実を表わす問題が非常に複雑となる。そのような大きな情報
システムは、しばしばかなりの順応性を持つけれども、標準化、単純化及び比較可能性に
ついて負担が重くなる。これらのすべての問題は、フランスの会計学研究において綿密な
調査の対象となった。 
結局、交叉システムは、法律上、少なくとも実務において、財務会計システムと管理会
計システムを強力に分離するその当時の時代的な表現、すなわち、経済政策の動機づけの
                                                  
26 そこでは、会計情報は観察された事象を生のまま客観的に伝達すべきであり、そこに価値的判断を加えることは利
用者に委ねるべきで、これによって不特定多数の利用者のあらゆる意思決定に有用な情報を提供することができると
主張される。 
27 交叉システムは「行列と事象理論」の研究項目に分類されている。 
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もとにさまざまなコンヴァンションの相違からもたらされる差異を処理する可能性を開い
ていくことができる。CNC はこの可能性を高く評価したからこそ、交叉システムによって
PCG の将来の展望を見定めようと考えていたと思われる24。このことは何を意味している
のであろうか。 
 PCG1982 の発展システムの財務諸表体系には，ここでみた全体的アプローチによって
作成される付加価値計算書や金融表の作成が既に含まれている。また PCG1982 は、基本
システムから発展システムへの移行に配慮し、生産概念に基づく付加価値の算定などのた
めに組替表も準備している。それにもかかわらず、交叉システムが PCG の変革の展望の
もとに検討されるということは、企業の経営管理の立場からすれば、これらの諸表の有効
性がまだ十分に認められていないことを意味しているのであろうか。確かに、フランス企
業の年次計算書には、とくにアメリカ合衆国の会計システムの影響がある。しかしながら、
このことは，これらの諸表の有効性を否定してしまうものではない。事実、これらの諸表
は、実際に公表されていないとしても企業の財務部門やアナリストによって作成され、有
効に利用されている25。したがって、CNC が交叉システムを検討の素材としたのは，付加
価値計算書や金融表の作成を目的のひとつとする会計標準化を否定するのではなく、さま
ざまな観点からの情報要求に応えていくためのデータ収集システムとして交叉システムの
機能を評価したからであり、またそれによってこれらの諸表の作成が促進され得ると考え
たからであると思われる。このことは逆に、付加価値計算書や金融表の必要性を表明した
ことにもなろう。 
 交叉システムは，国民会計には国民会計のためのデータを、企業の経営管理には企業の
経営管理のためのデータを収集するシステムの構築をめざしているのであり、いずれかの
観点を否定するものではない。しかし両者はまったく分離し独立したものではなく、接合
勘定の導入によって異なった概念を内包する会計システムを許容することになる。したが
って，接続勘定はいわゆる「財務会計と管理会計の統合」を果たす役割をもっており，交
叉システムはそのための一覧表である、とみなすこともできる。しかしここでは，交叉シ
ステムのデータ収集の機能がさまざまな概念的な相違からもたらされる差異を処理する可
能性を開いていくことができることに注目したい。というのは、交叉システムは、データ
収集システムとして会計をみる立場からすれば、まだ多くの潜在的要素を持っているから
である。 
 [Levant, Y. et M. Nikitin(2011)p.28]によれば、このような交叉システムは多次元会計な
いし行列会計に関する研究と密接な関係があるとされる。この分野では、システム分析に
関する省察や多次元データベースや関係データの概念に関係する多くの応用研究があった。
これらの研究は、情報システムにおける専門家や会計理論家の協働によって齎された会計
                                                  
24 [Colasse,(1993)p.130]は、複式簿記の出現をみたイタリア・ルネッサンスの時代と同様に、会計は交叉システムの
出現によって重要な変革及び再生の時代に入った、とさえ述べている。 
25 [Haller, A. and H.Stolowy(1998)p.12.]も付加価値計算について、同様の状況にあるとしている。 
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ために標準化された会計の強要（imposition）に対抗するための試みであるに過ぎない、
との指摘を受けることにもなる。しかしながら、IFRS を巡る現状の会計環境からすれば、
交叉システムを誕生させた付加価値計算の意義を将来に向けて再考してゆく必要がある。 
 
6．むすび 
以上のように、フランスの会計標準化は、≪占領≫、≪解放≫そして 1960 年代の≪転
換期≫という 3 つの重大な節目を経て、国民会計の影響から逃れられずに今日に至ってい
る。この国民会計との関係から生み出されてきたのが付加価値計算であり、フランスにお
ける経済-社会制度の中にこの手法が組み込まれている。そこで本稿では、それらの制度に
おける付加価値計算の適用についての実情を確認し、会計標準化に付加価値計算を組み込
む必然性を考察してきた。 
ところが、このような付加価値計算を採り込むフランスの経済-社会制度の意義を認める
ためには、必然的に付加価値計算を企図する会計標準化の構築が推奨されることになり、
性質別分類による成果計算書の作成が不可欠となる。だが、このような制度的意義はアン
グロ・サクソン系の機能的分類によって成果計算書の作成を行う国際的な動向と対峙する
ことになるし、また分析会計を会計標準化の範囲から除外することにもなる。そこで考案
されたのが、性質別分類と機能別分類を行列表において融合する交叉システムである。 
この交叉システムは、CNC での検討、実践的ソフトウエア―の構築もなされたが、広
範な具体的展開にまでは至らなかった。しかしながら、この交叉システムによる付加価値
計算は、Mattessich,R.が参画したフランス会計学研究の分類によれば、事象理論の淵源に
位置付けられることになり、この事象学派の流れの中で再確認される必要がある。 
この観点からすれば、付加価値計算は政治的背景からする会計標準化の産物ではなく、
交叉システムというデータ収集システムにおけるひとつの計算手法として措定される。ウ
ィトゲンシュタイン（Wittgenstein, L. J. J.）の哲学の目的の表現を借りて言い換えれば、
付加価値計算という勘定構築に囚われたフランスの会計標準化は、政治的産物として誕生
したものであり、付加価値計算を可能にする勘定の用語、分類及びコード化、また発展シ
ステムにおいて付加価値計算を導入するフランスの会計標準化の在り方を決して否定する
ものではないが、IFRS の適用を巡る今後の会計環境における付加価値計算の意義という
観点からすれば、交叉システムを事象理論の文脈において捉え直し、付加価値計算が特定
の目的のもとに構築されるひとつの会計システムであると位置づける必要がある。それに
よって、会計のデータ収集機能としての交叉システムのさらなる展望が開けてゆくことに
なろう。 
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The Value-Added Calculation in France 
 Seizou KOSEKI 
 
Abstract: 
The creation and development of accounting standardization in France run side by 
side with those of national accounting. Its model makes a clear distinction from that of 
the Anglo-Saxon. Therefore, it may be said that the hesitation of France that accepts 
the priority of the Anglo-Saxon model, the recent trial to resist the acceptance, and the 
function to organize the forces of resistance reside in the history in parallel to the 
creation and development of national accounting. This development of accounting 
standardization closely related to the national accounting has promoted the 
establishment and utilization of accounting organization aiming to connect the 
national accounting to PCG, and enhanced the closer collaboration with the tax 
calculation or profit-sharing system. In this way, a value-added concept was 
designated as a concept to be associated with various socio-economic systems.  
The value-added concept was originally used to measure a scale of national economy 
and to calculate the national income to gauge its growth. Especially in France, to make 
out the national accounts, the collection of many data is needed. In the collection of 
those data, the association between various established accounts and various socio- 
economic systems were deepened, and thus the integrated information system was 
constructed in a unified manner mainly centered on the value-added calculation. 
However, even if the significance of the value-added calculation was recognized in its 
context, the accounting standardization that includes the value-added calculation may 
come across a hindrance when taking into account of the change of environment 
surrounding the accounting. The “système croisé（comptablité intégrée）” appeared to 
remove the hindrance, but cannot make a practical breakthrough. Yet, in consideration 
of the change of accounting environment in the future by applying IFRS, it can be 
pointed out that it is necessary to reconsider the position of value-added calculation in 
accounting by capturing the système croisé from the viewpoint of “event theory（events 
approach）” again. 
 
Keywords: 
Accounting Standardization、National Accounting and PCG、Value-Added Calculation、
Système Croisé（Comptablité Intégrée）、Event Theory（Events Approach） 
46
